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周辺市町村との連携を推進する

各地域の特色を活かしたふるさとづくりを推進する

定住人口にこだわらず、交流人口(観光客等)を増やす

中心市街地に公共施設等を集約したコンパクトシティ化を図る

自治会やお祭りなどの地域コミュニティを活性化する

農業や水産業の活性化を図り、地域ブランド化を推進する

道路整備や公共交通などの交通の利便性向上を図る

医療機関の整備・充実を推進する

市外の人に対し、うるま市の良さをアピールする

Ｕターン、Ｉターン希望者の地元企業への就職をあっせんする

若い世代への就労支援を推進する

市外からの企業誘致を促進する

空き家や空き地の活用を促進する

区画整理事業を推進し、新しい住宅地を供給する

新たに転入してくる子育て世帯に助成金を出す

特色ある教育制度を充実させる

子育て支援策を現状以上に充実させる 57.4％57.4％

23.1％23.1％

17.6％17.6％

24.8％24.8％

47.2％47.2％

31.7％31.7％

45.9％45.9％

30.5％30.5％

26.2％26.2％

27.1％27.1％

27.1％27.1％

20.9％20.9％

26.8％26.8％

18.7％18.7％

26.8％26.8％

17.8％17.8％

2.8％2.8％

19.2％19.2％

6.8％6.8％

うるま市まち・ひと・しごと
創生総合戦略

うるま市まち・ひと・しごと
創生総合戦略

概要版概要版

◆急速に進むことが想定される人口減少や少子高齢化に対応するため、地方の人口減少に歯止めを
かけ、地域で住みよい環境を確保し、将来にわたって活力ある日本社会を維持するため、国は「ま
ち・ひと・しごと創生法」を制定しました。
◆国は、政策を具体化するため、国における人口の現状と将来の姿を展望する「まち・ひと・しごと
創生長期ビジョン」（以下、「国の長期ビジョン」という。）と、今後 5ヵ年の目標や施策の基本
　方向、具体的な施策を提示する「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下、「国の総合戦略」と
　いう。）を作成しました。
◆「うるま市まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下、「市総合戦略」という。）は、少子化への
　歯止めなどを図りつつ、将来にわたって活力あるまちを維持し、発展させるための基本的方向及び
具体的施策を示すものです。

【発行】うるま市企画課   〒904-2292　沖縄県うるま市みどり町一丁目１番１号
　　　   　　　　　　　　  TEL：098-973-5005 　 FAX：098-973-9819

◆国の総合戦略との関係◆国の総合戦略との関係

対象期間◆平成27（2015）年～平成31（2019）年対象期間◆平成27（2015）年～平成31（2019）年

◆総合戦略とは◆総合戦略とは

◆まち・ひと・しごと創生法では、国等の総合戦略を勘案して市町村の総合戦略を策定するよう規定
されており、国の総合戦略は、２つの基本的な考え方と政策５原則に基づき策定されています。
◆そのため、市総合戦略の策定においては、国の基本的考え方及び政策５原則を勘案して策定しま
　した。

◆アンケート調査結果◆アンケート調査結果

◆人口が減ると社会保障費の増大や税収の減による
行政サービスの有料化などが懸念されます。この
ような状況を踏まえ、うるま市としての今後の取り
組み姿勢について質問しました。
◆「積極的な施策を打ち出して、人口の増加・維持
をはかる」が最も多く 51.7％、「人口減少を前提
とした、身の丈に合った市の経営をはかる」が
34.5％となっており、半数の人が積極的に人口
　増加施策を望んでいることがうかがえます。

■「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の基本的な考え方等（抜粋）

（まち・ひと・しごと創生パンフレット　内閣官房発行　より抜粋）

人口減少に対する取組姿勢について

◆人口増加の方策として、市外・県外等からの移住
の促進が考えられますが、このことの賛否につい
て質問しました。
◆「移住受入に賛成」が 79.4％となっており、多く
の市民が移住の受入に積極的であると言えます。

移住施策の賛否について

◆人口問題に対応していくために
　必要な取り組みについて質問しま
した。
◆「子育て支援策を現状以上に充実
させる」が 57.4％で最も多く、
　次いで「空き家や空き地の活用を
促進する」が 47.2％、「若い世代
への就労支援を推進する」が
45.9％などとなっており、子育て
支援、住む場所の提供、雇用の
拡大があげられています。

人口問題への対策等について
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◆市総合戦略は、市民をはじめ、産業、行政、教育・研究、金融、労働などの幅広い各層が連携して推進
するものであり、主要な施策ごとに重要業績評価指標（ＫＰＩ）を設定し、必要に応じて改善を行う
仕組みとしてＰＤＣＡサイクルを導入し、その政策効果の評価・検証については、市議会や有識者
等を含めた外部組織の参画を求め、より効果的かつ効率的に実行されるよう進行管理を行います。

◆総合戦略の推進及び検証体制について◆総合戦略の推進及び検証体制について

総合計画等関連計画との関係
◆市総合戦略では、国の総合戦略の基本的な考え方や政策５原則を踏まえながら、本市の最上位計画
である「うるま市総合計画」に盛り込まれた施策や、「うるま市子ども・子育て支援事業計画」など、

　関連する既存個別計画の内容、施策などとの整合性を図った計画です。

市人口ビジョンとの関係

施策実施の財源確保について
◆施策実施の財源確保については、国が新たに創設する予定の「地方創生の深化のための新型交付
金」や、沖縄振興特別推進交付金（一括交付金）、その他の国等による補助制度の活用を前提とし、

　市の財政負担に配慮したものとします。

全市的な推進・検証体制の整備

第１次うるま市総合計画（H19 ～ 28）
第２次うるま市総合計画（H29 ～）

市総合戦略

参考

国の総合戦略
長期ビジョン

県の人口増加計画
（県の総合戦略）

うるま市（市長）

うるま市議会

外部関係者会議

○庁内の最終意思決定
○各種計画との整合性の
確認

推進本部

市民

各種関係団体

有識者

○内部評価
○次年度実施事業の検討

推進本部幹事会

○実施事業の取りまとめ
○各種連絡調整

事務局

市人口ビジョン
市人口ビジョン島しょ地域編

◆市人口ビジョン及び市人口ビジョン島しょ地域編は、市総合戦略をはじめ、市総合計画、その他の
　計画を策定する際に必要かつ重要な基礎データとなる市の将来推計人口を示したものです。
◆市総合戦略は、市人口ビジョンと市人口ビジョン島しょ地域編の将来方向及び人口の将来展望の
　達成に向け、平成 31 年度まで具体的に取り組む施策や事業を示したものです。

◆計画の位置づけ◆計画の位置づけ 基本目標４　快適で安心して暮らせるまちをつくる基本目標４　快適で安心して暮らせるまちをつくる

4-3-2 災害に強いまちと基盤の整備
　○地域防災コミュニティ施設の整備
　　( 島しょ地域重点 )【再掲】

◆住みなれた地域への定住や域外からの移住に際しては、日頃の生活、通勤・通学などにおい
て便利でかつ快適な環境を確保することは、たいへん重要なことといえます。特に、行動を

　容易にする交通の利便性や生活排水の適正な処理機能の確保は必要です。
◆地域間を結ぶ幹線道路や航路の整備・充実、公共交通の空白域の解消と利便性の向上、
　トイレの水洗化など生活排水の適正処理などに向けた下水道の整備を推進するとともに合併
　処理浄化槽の整備を推進します。

基本施策４－１　利便性と快適性向上の生活基盤の整備基本施策４－１　利便性と快適性向上の生活基盤の整備

4-3-1 地域防災体制の確立
　○自主防災組織の育成
　○原子力潜水艦災害対策事業
　○防災関連マニュアル等策定事業
　○避難行動要支援者支援事業

◆本市は、起伏に富んだ地形で海抜の低い地域に多くの住宅や事業所等が立地しています。また、
海中道路や石油備蓄基地、発電施設、中城湾港新港地区、原子力潜水艦が寄港する米軍基地な
ど、地震、津波、台風などの自然災害だけではなく、災害対策を要する様々な要因が存在します。

◆大規模災害においては交通や情報通信手段の遮断等により孤立の恐れがあるなど、島しょ地域
は災害対策においては特に配慮を要する地域です。

◆安心して暮らせるまちづくりのため、地域防災体制の確立と災害に強い基盤整備を推進します。

基本施策４－３　安全・安心なまちづくり基本施策４－３　安全・安心なまちづくり

具体的施策と目標

重要業績評価指標 (KPI)
２０１９年

○自主防災組織団体数　30 団体　（2014 年度　20 団体）

4-2-1 地域の拠点づくり
　○地域防災コミュニティ施設の整備 ( 島しょ地域重点 )
　○高齢者福祉施設の整備 ( 島しょ地域重点 )

◆本島地域に比べ生活サービスの不便を感じることの多い島しょの地域や農村及び漁村などの人
口減少地域においては、基幹となる集落に多世代が交流することができ、かつ、複数の機能を集
約した多機能型のコミュニティ施設をつくり、生活サービス機能の充実を図ります。

◆地区の自治や住民活動の拠点となっている公民館（自治会館）との連携が取れるようにし、効果
的かつ効率的な地域運営と生活サービス機能の充実の両立を目指します。

基本施策４－２　生活サービス機能の充実基本施策４－２　生活サービス機能の充実

具体的施策と目標

重要業績評価指標 (KPI)
２０１９年

○島しょ地域に住み続けたいと思う人の割合　90％
　（2015 年　84.3％）

4-1-2 生活排水と廃棄物の適正処理
　○下水道の整備
　○汚水処理施設の整備 ( 島しょ地域重点 )
　○小型焼却炉設置委託事業 ( 島しょ地域重点 )

4-1-1 公共交通の利便性の向上
　○公共交通利便性の向上（島しょ地域重点）
　○津堅島架橋整備の促進 ( 島しょ地域重点 )
　○島しょ地域生活道路の整備 ( 島しょ地域重点 )
4-1-3 通信環境の整備・充実
○平安座・宮城・伊計・浜比嘉島ブロードバンド   
事業 ( 島しょ地域重点 )

具体的施策と目標

重要業績評価指標 (KPI)
２０１９年

○島しょ地域における路線バス利用者数　20,700 人　
　（2014 年度　19,524 人）
○下水道普及率　76％　（2014 年度　68.5％）

評価・検証

事業の実施報告

評価・検証

事業の実施報告

Plan
（計画）

実施施策の立案と
KPI の設定

Do
（実施） 各施策の実施

Check
（評価）

KPI に基づく
効果の評価･検証

Action
（改善）

評価･検証結果に
対する改善

実施施策及びKPI の見直し
断続的な総合戦略の推進
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3-1-1 結婚希望者への婚活支援
　○婚活支援事業

3-2-2 子育て支援体制の充実・経済的支援
　○乳幼児多子世帯支援事業
　○多子世帯出産祝い金支給事業
　○認可外保育施設保育料助成事業　　　など

3-3-2 教育の経済的負担の軽減
　○子育て世帯学習支援給付事業
　○子育て世帯通学支援給付事業
　○生活困窮世帯への学習支援事業

◆結婚支援としては、市民団体や企業などと連携して、結婚を望む方が交流できる場の創出、若者
世代を中心とした結婚・妊娠・出産・子育て意識等の啓発及び相談、家庭や地域における結
婚・出産等意識の醸成などを行い、希望通りに結婚し、子どもが持てるように結婚支援を推進し
ます。

具体的施策と目標

重要業績評価指標 (KPI)
２０１９年

3-3-1 教育相談・支援体制の充実
　○教育相談事業
　○幼児教育巡回アドバイザー配置事業

3-3-3 学校運営体制の充実
　○幼稚園教育環境整備事業
　○小・中学校連携教育 ( 島しょ地域重点 )
　○学校施設耐震化の推進

◆子ども達の「確かな学力」の向上を図るとともに、豊かな心と健やかな体を育み、社会で生活して
いく上で必要となる「生きる力」の育成が図られる機会を提供します。

◆保護者が安心して子育てができる支援体制を整え、子ども一人ひとりの個性や人権を尊重し、
　発達段階に応じた教育の充実を目指します。

具体的施策と目標

重要業績評価指標 (KPI)
２０１９年

3-2-1 母子保健・医療の充実
　○母子保健推進プロジェクト
　○感染症予防接種助成事業
　○こども医療費助成事業　　　など

3-2-4 仕事と生活の調和の推進
　○男女共同参画社会の推進
　○育児休暇時スキルアップ促進事業

3-2-3 保育環境の整備・充実
　○保育所施設整備助成事業
　○地域型（小規模・家庭的）保育の推進
　○保育人材育成事業　　　　   など

◆安心して子どもを産み育てることができるよう、妊娠・出産支援の充実や子育て支援サービスの
充実を図るとともに、地域や企業も含めた社会全体で子育てを支え合い、仕事と生活の調和を推
進し、子どもが健やかに育つことができる環境づくりを進めます。

◆子供の貧困問題についても、支援員の配置や居場所づくり等、国や県、NPOや地域住民等と連携
し、その対策に取り組みます。

具体的施策と目標

重要業績評価指標 (KPI)
２０１９年

○婚姻数　700 件以上　（2009 ～ 2013 年　平均 685 件）

○待機児童数　0人　（2015 年 4月　155 人）
○合計特殊出生率　2.0　（2015 年推計　1.89）

○高等学校等進学率　96.5％　（2014 年度　94.3％）
○学校施設の耐震化率　90％　（2014 年度　84.2％）

◆施策の体系◆施策の体系

◆市総合戦略では、市全体と島しょ地域の人口ビジョンの将来方向を統合し、取り組み施策が効果的
かつ効率的に展開されるよう、基本目標を次のように設定します。　

　〈基本目標１〉　魅力ある安定した雇用の場を創出する
　〈基本目標２〉　本市への新しい人の流れをつくる
　〈基本目標３〉　若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる
　〈基本目標４〉　快適で安心して暮らせるまちをつくる

◆４つの基本目標を軸にした施策の体系を次のように設定します。

基本目標

基本目標１
魅力ある安定した雇
用の場を創出する

1-1 商工業の活性化支援 1-1-1 成長産業の育成・支援
1-1-2 企業誘致の推進
1-1-3 地域経済の活性化支援
1-1-4 人材の確保・育成

1-3 観光関連産業の活性化 1-3-1 地域ブランドの確立支援
1-3-2 観光プログラムの開発
1-3-3 誘客拡大の情報発信と環境整備

1-2 農水産業の活性化と
　   高度化

1-2-1 担い手の確保・育成
1-2-2 経営の安定化と高度化

基本目標３
若い世代の結婚・
出産・子育ての希望
をかなえる

3-1 結婚支援 3-1-1 結婚希望者への婚活支援

3-3 教育環境の充実 3-3-1 教育相談・支援体制の充実
3-3-2 教育の経済的負担の軽減
3-3-3 学校運営体制の充実

3-2 妊娠・出産・子育ての
　   切れ目ない支援

3-2-1 母子保健・医療の充実
3-2-2 子育て支援体制の充実・経済的
　　  支援
3-2-3 保育環境の整備・充実
3-2-4 仕事と生活の調和の推進

基本目標４
快適で安心して暮ら
せるまちをつくる

4-1 利便性と快適性向上の
　   生活基盤の整備

4-1-1 公共交通の利便性の向上
4-1-2 生活排水と廃棄物の適正処理
4-1-3 通信環境の整備・充実

4-3 安全・安心なまちづくり 4-3-1 地域防災体制の確立
4-3-2 災害に強いまちと基盤の整備

4-2 生活サービス機能の充実 4-2-1 小さな拠点づくり

基本目標２
本市への新しい人の
流れをつくる

2-1 移住・定住の促進 2-1-1 移住情報の発信と相談
2-1-2 住環境の整備・支援
2-1-3 体験移住モデルの推進

2-2 企業の地方拠点化と就労
　   拡大

2-2-1 本社機能等の移転の強化
2-2-2 多様な働き方の推進

基本施策 具体的施策

基本目標３　若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる基本目標３　若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

基本施策３－１　結婚支援基本施策３－１　結婚支援

基本施策３－３　教育環境の充実基本施策３－３　教育環境の充実

基本施策３－２　妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援基本施策３－２　妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援
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1-1-1 成長産業の育成・支援
　○中城湾港（新港地区）物流支援事業
　○ＥＶ（電気自動車）普及開発推進事業
　○巡回型コンサルティング事業　　など

1-1-2 企業誘致の推進
　○企業誘致推進業務委託事業
　○産業連関表作成事業

1-2-2 経営の安定化と高度化
　○農業経営力向上事業
　○耕作放棄地解消・活用事業
　○担い手への農地斡旋事業 ( 島しょ地域重点 )
　○アグリパーク構想事業 ( 島しょ地域重点 )

1-3-2 観光プログラムの開発
　○観光商品流通促進事業
　○冬季観光誘客促進事業

1-1-3 地域経済の活性化支援
　○プレミアム商品券振興事業
　○住宅リフォーム支援商品券発行事業

1-1-4 人材の確保・育成
　○人材育成事業
　○プラットフォーム型就職支援事業
　○若年者等定着支援事業　　　など

◆魅力ある仕事場と安定的な収入が得られる就労環境の創出が強く求められています。うるま市の
地域特性を活かし、企業誘致の推進や成長産業の活性化を図るとともに、地域で安心して働くこ
とのできる環境を整えます。

基本施策１－１　商工業の活性化支援基本施策１－１　商工業の活性化支援

基本目標１　魅力ある安定した雇用の場を創出する基本目標１　魅力ある安定した雇用の場を創出する 基本目標２　本市への新しい人の流れをつくる基本目標２　本市への新しい人の流れをつくる

具体的施策と目標

重要業績評価指標 (KPI)
２０１９年

1-3-1 地域ブランドの確立支援
　○商品開発プロモーション事業
　○島しょ地域活性化事業 ( 島しょ地域重点 )
　○ふるさと納税を活用した市特産品販売拡大事業
1-3-3 誘客拡大の情報発信と環境整備
　○観光案内ツール整備事業　　　○メディア活用による戦略的観光誘客促進事業
　○観光プロデューサー派遣事業　 ○世界遺産勝連城跡オフィシャルサイト整備事業　　など

◆うるま市の歴史・文化、自然、食材等の豊富な資源を活かしたうるま市ブランドを確立し、観光資
源としての魅力をさらに磨きます。

◆うるま市の観光の核となるエリアや施設等について、滞留・滞在時間の延長につながる施設整
備や既存施設の修繕などを行い、誘客の拡大や地域経済の活性化につなげます。

基本施策１－３　観光関連産業の活性化基本施策１－３　観光関連産業の活性化

具体的施策と目標

重要業績評価指標 (KPI)
２０１９年

1-2-1 担い手の確保・育成
　○農業担い手創生事業
　○レンタルファーム整備事業

◆農水産業支援の実施、担い手の確保・育成を行い、生産性の向上を図ります。また、付加価値の
高い農水産物や加工品を創出してブランド化、６次産業化を目指し、農水産業経営の安定化と高
度化を図ります。島しょ地域の一島一株式会社構想を推進し、６次産業化への支援等を図ります。

基本施策１－２　農水産業の活性化と高度化基本施策１－２　農水産業の活性化と高度化

具体的施策と目標

重要業績評価指標 (KPI)
２０１９年

○立地企業件数　341 社　（2014 年 12月末　201 社）
○各種雇用施策による就職者数　1,413 人　（2014 年度　1,144 人）

○新規就農者数　50 人（2015 ～ 2019 年度）　
　（2010 ～ 2014 年度　計 74 人）

2-1-1 移住情報の発信と相談
　○地域おこし協力隊受入事業
　○移住生活に関する情報及び島しょ地域の魅力の発信 ( 島しょ地域重点 )
　○移住相談窓口の設置 ( 島しょ地域重点 )
　○大都市圏におけるフェアへの参加 ( 島しょ地域重点 )

2-1-3 体験移住モデルの推進
　○モデル住宅の整備 ( 島しょ地域重点 )
　○モデル住宅での体験居住 ( 島しょ地域重点 )

2-1-2 住環境の整備・支援
　○島しょ地域空き家状況調査事業 (島しょ地域重点 )
　○島しょ地域空き家バンク構築運営事業 ( 島しょ地域重点 )
　○移住促進奨励金交付事業 ( 島しょ地域重点 )
　○子育て世帯に対応した住宅の普及 ( 島しょ地域重点 )
　○移住促進住宅の整備 ( 島しょ地域重点 )
　○島しょ地域におけるトートーメー団地整備 ( 島しょ地域重点 )
　○固定資産税等の優遇制度の実施 ( 島しょ地域重点 )

2-2-2 多様な働き方の推進
　○サテライト・オフィスの誘致
　○テレワークの推進

◆人口の減少対策として、流出防止の定住対策を充実するとともに、積極的に市外からの移住政策
を推進することが求められています。

◆人口の減少に歯止めをかけるためには、他地域からのＵターン・Ｉターンによる移住や、地域出
身者の人口流出を防ぐ定住を促進する必要があります。

◆移住及び定住を促進するために、本市の地域的な魅力や住環境の良好な保持、生活の基盤とな
る雇用等の働き場の確保などを促進します。

基本施策２－１　移住・定住の促進基本施策２－１　移住・定住の促進

具体的施策と目標

重要業績評価指標 (KPI)
２０１９年

2-2-1 本社機能等の移転の強化
　○本社機能、事務所機能の移転の働きかけ
　○政府関係機関の地方移転の促進

◆本市の完全失業率は他地域に比べ高くなっている状況も踏まえ、現状以上に就労機会を拡大す
るために、進出企業の本社機能の移転やサテライト・オフィスなどの多様な働き場の創出、雇用
と就労のマッチングを高めるキャリアアップ等を推進します。

基本施策２－２　企業の地方拠点化と就労拡大基本施策２－２　企業の地方拠点化と就労拡大

具体的施策と目標

重要業績評価指標 (KPI)
２０１９年

○島しょ地域の新規移住・定住者数　80 人

○本社・事務所機能等の移転件数　２件

○宿泊客数　110,000 人　（2014 年度　101,914 人）
○勝連城跡・あやはし館の来場者数　380,000 人（2014 年度 352,134 人）


	

